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平成 28年度厚生労働科学研究費補助金 成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業 
 

「乳幼児突然死症候群(SIDS)および乳幼児突発性危急事態(ALTE)の 
病態解明等と死亡数減少のための研究」 

 
平成 28年度 分担研究報告書 

 
分担研究課題：人口動態統計データを用いた乳児突然死症例の検討 

 
研究分担者：加藤稲子（三重大学医学系研究科周産期発達障害予防学講座） 

 

 
A.研究目的 
 平成 17年度の厚生労働科学研究（子ども家
庭総合研究事業）「乳幼児突然死症候群(SIDS)
に関するガイドライン」（主任研究者：坂上正
道）により、乳幼児突然死症候群(SIDS)の定
義が改定され、SIDS の診断は解剖と死亡状況
調査に基づいて行われることとなった。また
2012 年に新法解剖の制度が発足した。新法解
剖は、死因・身元調査法により，死因を明らか
にするため特に必要があると認められる場合
には，警察署長，海上保安部長等の判断により，
遺族の承諾を得ることなく，解剖を実施するこ
とができるという新たな制度である。 
 乳児突然死の発症状況を把握し、リスク因子
の解明に役立てることを目的として、人口動態
統計データから SIDS、窒息あるいは気道内異
物、原因不明の症例の発症数、解剖実施率の推

移を検討した。 
 
B.研究方法 
 人口動態統計においては、死因分類には
ICD-10 が用いられており、死亡診断書に基づ
いて死因が分類されている。総務省の人口動態
統計データ（総務省 政府統計の総合窓口
（ https://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPort
al.do）において、SIDS に関しては、死因基本
分類コードにて「R95 乳幼児突然死症候群」
と分類されており、死亡診断書の記載から
SIDS の診断名がある症例、および解剖が行わ
れていない症例でも死亡診断書の記載から
SIDS の可能性が高い症例が SIDS として分類
されている。また死因簡単分類では SIDS は
18200 と分類されているため、SIDS の発症数
の把握はこのいずれかのコードから検索可能

研究要旨 
 平成 8年から平成 27年の人口動態統計のデータを用いて、乳児の突然死症例の発症数の推
移について検討した。 
 SIDS、窒息と診断された症例数は徐々に減少傾向を示していたが、原因不明と診断される
症例は増加傾向を示していた。解剖実施例について同様に検討したところ、やはり原因不明
の症例数が増加してきていた。 
 SIDSリスク因子の解明には、解剖により正確に診断された症例の死亡状況からリスクとな
る環境因子の検討が可能であると思われ、解剖により診断された SIDS症例の登録システムを
構築するなどにより SIDSリスク因子の検討が必要と思われた。 
 今回の検討から、SIDS、窒息は減少傾向にあるものの、解剖を実施しても原因が特定され
ない症例が増加していた。乳児の突然死全体を考慮した場合、リスク因子を解明し、発症を
防ぐためには、SIDS、窒息だけでなく、原因不明と診断された症例についても症例登録シス
テムを構築するなどにより発症状況やリスク因子などを検討して、予防対策を考慮していく
必要がある。 
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である。  
 乳児の睡眠中の窒息事故として考えられる
診断として、基本分類で「T71 窒息」、「T17 
気道内異物」と分類されている。原因不明の症
例については「R96その他の突然死、原因不明」、
「R99 その他の診断名不明確及び原因詰め医
の死亡」、が当てはまると思われた。 
 解剖実施数の推移については「解剖あり」の
統計表から、死亡簡単分類で、「18200 乳幼児
突然死症候群」、窒息は「20104の不慮の窒息」、
原因不明の症例としては「18300その他の症状、
徴候及び異常臨床所見で他に分類されないも
の」を抽出して検討した。 
以上の人口動態統計のデータから、0歳を対象
として平成 8年（1996年）から平成 27年（2015
年）までを対象に発症数の推移を検討した。 
 
C.研究結果 
 平成 8年から平成 27年の SIDS、窒息（窒息
＋気道内異物）、原因不明の発症数の推移を図
１に示す。平成 8年のデータでは SIDSが 477
例、窒息が 110例、原因不明は 40例であり、
出生数 1000に対する発症率は SIDS 0.40、窒息
0.17、変院不明 0.03 であった。その後、SIDS
と窒息は徐々に減少傾向であったが、原因不
明は平成 11年から徐々に増加し、平成 17年に
窒息の発症数を越え、平成 20 年に SIDS の発
症数を越えていた。平成 27年における発症数
は SIDS 96例、窒息 81例、原因不明 140例で、
出生数 1000に対する発症率は SIDS 0.10、窒息
0.08、変院不明 0.14であった。 

 
 
 解剖実施数は平成 15 年以降増加しており、

SIDS、窒息における解剖実施数はほぼ横ばい
であるものの、原因不明の症例数が増加して
きていた（図 2）。解剖を実施しても原因が特
定できない症例が増加していた。 

 
 
 SIDS 症例だけでみると解剖実施数は増加し
てきており、2005年では解剖実施は 48.9%であ
ったが、2015年では SIDSの 76.0%が解剖によ
り診断されていた（図 3）。 

 
 
D.考察 
 人口動態統計にて SIDSと分類された症例にお
ける解剖実施率は年々上昇してきている。これは
SIDS 診断には解剖が必要との認識が高まってき
たこと、虐待などとの鑑別が必要となってきたこ
と、平成 24 年より実施された新法解剖の影響が
考えらえる。解剖にて診断された SIDS症例につ
いて、発症状況の情報を蓄積して解析することは
SIDS リスク因子の検討に有用であることが考
えられる。法医、病理の協力を得て、解剖にて
診断された症例の登録システムを構築しする
ことで、発症状況を把握し日本におけるリスク
因子の検討が行われることが望まれる。 
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 今回の検討から、SIDS および窒息の症例は
減少傾向を示していた。これに対して原因不明
とされる症例が増加してきていた。SIDS の定
義からは解剖が実施されなかった場合には不
詳とするとされているが、解剖実施例において
も原因不明の症例が増加していた。乳児の突然
死を防ぐためには、SIDS、窒息だけでなく、
原因不明と診断された症例の詳細を検討し、発
症状況や原因不明と判断された根拠などの検
討から予防が可能かどうかを検討していく必
要があることが考えられた。そのためには乳児
突然死の解剖実施例についての症例登録シス
テムの構築などによりそれぞれの発症状況を
把握してリスク因子を解明し予防対策を講じ
るなどの方法が必要と思われた。 
 
E.結論 
 SIDS および窒息の発症数は徐々に減少して
きていたが、解剖によっても原因不明と診断さ
れる症例が増加していた。乳児の突然死の発症
数減少のためには、SIDS や窒息だけでなく、
睡眠中に発生する乳児死亡全体についても症
例登録システムの構築などにより発症状況を
検討し、予防対策を考慮していく必要がある。 
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